様式第１号（第２関係）

年　　　月　　　日　

広域振興局長 
　 土木センター所長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　印

がけ崩れ危険住宅移転促進事業承認申請書

がけ崩れ危険住宅移転促進事業の承認を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり承認を申請します。

１　住宅除却

予定工期　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

２　移転区分

新築　・　既存建物購入　・　賃貸住宅　・　親類等住宅

（Ａ４）

様式第２号（第２関係）

がけ崩れ危険住宅移転促進事業移転計画書

	申　請　者　氏　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	現　　住　　宅　


	所在地
	

	
	危険区分
	急傾斜地崩壊危険箇所番号　　　　　　

	
	警戒区域公示番号
	

	
	構造
	

	
	延床面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ２

	
	備　考
	

	移 転 予 定 住 宅
	移転区分
	新築・既存建物購入・賃貸住宅・親類

	
	所在地
	

	
	構造
	

	
	延床面積
	ｍ２

	
	着工予定
	　　　　年　　月　　日　着工予定

	
	完了予定
	　　　　年　　月　　日　完了予定

	資金計画

（建築費、土地購入費、現住宅撤去等移転に係るすべてを含む。）
	自己資金
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	借入金
	　　　　　　　　　　　　　　円

	
	その他
	　　　　　　　　　　　　　　円

	家　族　構　成

	氏　　　　　　　　　　　名
	続　　柄
	年　　齢
	備　　考（※）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　現住宅が、借地又は借家である場合は、備考欄にその所有者氏名を記入すること。

（Ａ４）

様式第３号（第２関係）

がけ崩れ危険住宅移転促進事業収支予算書

１　除却費等

ただし、除却費等に要した経費は、「がけ地近接等危険住宅移転事業」に要した経費

（８０２千円）を除いた額を計上すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　移転区分

　以下の移転区分に「○」を記入すること。

　また、移転に要した経費については、交付要綱第３を参照し、記入すること。

　　　新築　・　既存建物購入　・　賃貸住宅　・　親類等住宅

　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　住宅建築・購入費

２において「新築」又は「既存建物購入」とした場合は、除却する住宅の固定資産課税台帳に登録された価格を記入すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　円

備考　１及び３については、証明できる書類を添付すること。

（Ａ４）

様式第４号（第３関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

県土整備部長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長
がけ崩れ危険住宅移転促進事業（変更・中止）申請報告書

がけ崩れ危険住宅移転促進事業（の変更・中止）の申請を受けたので、関係書類を添えて次のとおり報告します。

	番号
	氏　　名
	急傾斜地崩壊危険箇所番号

土砂災害警戒区域指定告示番号
	住宅

除去

等※
	移転

経費

※
	住宅

建設

購入

※
	申請額

（千円）

	
	
	Ａ

平成　　年　　月　　日付け

岩手県告示第　　　号
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※該当する場合は「○」を、該当しない場合は「×」を記入すること。

備考１　がけ崩れ危険住宅移転促進事業承認申請書（様式第１号）又はがけ崩れ危険住宅移転促進事業変更（中止）承認申請書（様式第７号）、移転計画書及び収支予算書の写しを添付すること。

２　土砂災害特別警戒区域図を添付し、事業者の住宅が確認出来るようにすること。

（上記表の番号を区域図に記入すること。また、当該事業を実施済の住宅は「済」、すでに空家の場合は「空」と記入すること。）

（Ａ４）

様式第５号（第３関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

広域振興局長 
　 土木センター所長  様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県土整備部長

がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付決定報告書
平成　　年　　月　　日付け　第　　号により申請の報告がありましたがけ崩れ危険住宅移転促進事業に関して、がけ地近接等危険住宅移転事業補助金の交付が次のとおり決定されましたので報告します。

	番号
	氏　　名
	急傾斜地崩壊危険箇所番号

土砂災害警戒区域指定告示番号
	住宅

除去

等※
	移転

経費

※
	住宅

建設

購入

※
	申請額

（千円）

	
	
	Ａ

平成　　年　　月　　日付け

岩手県告示第　　　号
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※該当する場合は「○」を、該当しない場合は「×」を記入すること。

備考　がけ地近接等危険住宅移転事業の交付決定通知書を添付すること。

（Ａ４）

様式第６号（第３、第４関係）

年　　　月　　　日　

住　所

氏　名　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長　　印

がけ崩れ危険住宅移転促進事業（変更・中止）承認（不承認）通知書

平成　　年　　月　　日付けで申請があったがけ崩れ危険住宅移転促進事業（の変更・中止）について、適当（不適当）と認められますので、次のとおり承認（不承認）したので通知します。

１　承認年月日　　　平成　　年　　月　　日

　（変更承認年月日　平成　　年　　月　　日）

２　予定補助額

　　　　金　　　　　　　　　　　　円

３　不承認の理由

備考１　がけ崩れ危険住宅移転促進事業承認申請書（様式第１号）の内容に変更があった場合は、速やかにがけ崩れ危険住宅移転促進事業変更承認申請書（様式第７号）を提出すること。

２　次のいずれかに該当する場合は、補助金の承認を取り消す場合があること。

(１)　虚偽の申請その他不正な行為があったとき

(２)　その他広域振興局長又は地方振興局長が必要と判断したとき

（Ａ４）

様式第７号（第５関係）

年　　　月　　　日　

広域振興局長 
　 土木センター所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　印

がけ崩れ危険住宅移転促進事業変更（中止）承認申請書

平成　　年　　月　　日付け　第　　号で承認があった、がけ崩れ危険住宅移転促進事業について、次のとおり変更（中止）したいので関係書類を添えて次のとおり申請します。

１　変更（中止）の内容

２　変更（中止）の理由

３　変更図書

備考　がけ崩れ危険住宅移転促進事業承認申請書（様式第１号）、がけ崩れ危険住宅移転促進事業移転計画書（様式第２号）及び及びがけ崩れ危険住宅移転促進事業収支予算書（様式第３号）に添付したもののうち変更があったものに限り添付すること。（中止のときは、省略するものとする。）

（Ａ４）

様式第９号（第６関係）

第　　　　　号　

年　　月　　　日　

県土整備部長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長
がけ崩れ危険住宅移転促進事業取消報告書

平成　　年　　月　　日付け　第　　号により申請の報告をしたがけ地近接等危険住宅移転事業に伴う、がけ崩れ危険住宅移転促進事業について、下記のとおり申請を取り消したので次のとおり報告します。

	番号


	氏　　名
	急傾斜地崩壊危険箇所番号

土砂災害警戒区域指定告示番号

移転促進事業承認通知日
	取消し理由
	申請額

（千円）

	
	
	Ａ

平成　　年　　月　　日付け

岩手県告示第　　　号

平成　　年　　月　　日付け

　　　　第　　　　　号
	（例）

虚偽の申請があったため


	


備考　土砂災害特別警戒区域図を添付し、事業者の住宅が確認出来るようにすること。

（上記表の番号を区域図に記入すること。また、当該事業を実施済の住宅は「済」、すでに空家の場合は「空」と記入すること。）

（Ａ４）

様式第８号（第６関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

住　所

氏　名　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長
がけ崩れ危険住宅移転促進事業取消通知書

平成　　年　　月　　日付け　第　　号により承認したがけ崩れ危険住宅移転促進事業については、次の理由により取り消したので、通知します。

１　該当する規定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第１号

がけ崩れ危険住宅移転促進事業実施要領第６第１項　　　に該当したものである。

第２号

２　理由

（Ａ４）

様式第10号（第７関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

広域振興局長 
　 土木センター所長 　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　印

がけ崩れ危険住宅移転促進事業完了届出書
平成　　年　　月　　日付け　第　　号により承認があったがけ崩れ危険住宅移転促進事業について、当該事業が完了しましたので届け出ます。

備考　以下の関係書類を添付すること

住宅の除却が証明できる写真（施工前、施工後）及び書類

移転先を証明できる書類

（Ａ４）

様式第11号（第７関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

県土整備部長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長
がけ崩れ危険住宅移転促進事業完了届出報告書

平成　　年　　月　　日付け　第　　号により申請を報告したがけ地近接等危険住宅移転事業に伴うがけ崩れ危険住宅移転促進事業について、下記のとおり完了届出書を受理したので次のとおり報告します。

	番号


	氏　　名
	急傾斜地崩壊危険箇所番号

土砂災害警戒区域指定告示番号

移転促進事業承認通知日
	完了届受理日


	申請額

（千円）

	
	
	Ａ

平成　　年　　月　　日付け

岩手県告示第　　　号

平成　　年　　月　　日付け

　　　　第　　　　　号
	平成　　年　　月日


	


備考　土砂災害特別警戒区域図を添付し、事業者の住宅が確認出来るようにすること。

（上記表の番号を区域図に記入すること。また、当該事業を実施済の住宅は「済」、すでに空家の場合は「空」と記入すること。）

（Ａ４）

様式第12号（第７関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

広域振興局長 
　 土木センター所長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県土整備部長

がけ崩れ危険住宅移転促進事業補助金予定額通知書

平成　　年　　月　　日付け　第　　　号により完了の届出の報告がありました、がけ崩れ危険箇所移転促進事業について、下記のとおり補助金の予定額を通知します。

	番号


	氏　　名
	急傾斜地崩壊危険箇所番号

土砂災害警戒区域指定告示番号

移転促進事業承認通知番号
	補助金予定額

（千円）

	
	
	Ａ

平成　　年　　月　　日付け

岩手県告示第　　　号

平成　　年　　月　　日付け

第　　　号
	


（Ａ４）

様式第13号（第８関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長　　印

がけ崩れ危険住宅移転促進事業補助金交付予定通知書

平成　　年　　月　　日付けで完了の届出があったがけ崩れ危険住宅移転促進事業について、次のとおり補助金を交付する予定ですので、平成　　年　　月　　日までに、がけ崩れ危険住宅移転促進事業補助金交付申請書（がけ崩れ危険住宅移転促進事業補助金交付要綱様式第１号）を提出してください。

　金　　　　　　　　　　　　　　円

（Ａ４）

様式第14号（第10関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長　　印

がけ崩れ危険住宅移転促進事業完了検査日通知書

平成　　年　　月　　日付けで承認したがけ崩れ危険住宅移転促進事業について、下記日程により完了検査を実施しますので、通知します。

都合により下記日程に不具合が生じた場合は、別途通知します。

１　完成検査日　平成　　年　　月　　日

２　時　　　間　　　　時　　　分

３　場　　　所　　　広域振興局（地方振興局）　　階　　会議室

４　検査に必要な書類

(１)　住宅の除却を証明できる書類及び写真

(２)　契約書等の移転先を証明できるもの

(３)　その他必要と思われるもの

（Ａ４）

様式第15号（第11関係）

第　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

県土整備部長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長
がけ崩れ危険住宅移転促進事業完了検査実施報告書

平成　　年　　月　　日付け　第　　号により完了届の受理を報告したがけ崩れ危険住宅移転促進事業について、下記のとおり完了検査を実施し、適当と認めたので、次のとおり報告します。

	番号


	氏　　名
	急傾斜地崩壊危険箇所番号

土砂災害警戒区域指定告示番号

移転促進事業承認通知日
	完了検査実施日


	補助金予定額

（千円）

	
	
	Ａ

平成　　年　　月　　日付け

岩手県告示第　　　号

平成　　年　　月　　日付け

　　　　第　　　　　号
	平成　　年　　

月　　日


	


備考　土砂災害特別警戒区域図を添付し、事業者の住宅が確認出来るようにすること。

（上記表の番号を区域図に記入すること。また、当該事業を実施済の住宅は「済」、すで

に空家の場合は「空」と記入すること。）

（Ａ４）

様式第16号（第11関係）

岩　手　県　指　令　　第       号　

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　様

がけ崩れ危険住宅移転促進事業補助金交付決定通知書

平成　　年　　月　　日付けで補助金交付申請のあったがけ崩れ危険住宅移転促進事業について、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号）第５条の規定により、下記のとおり交付することと決定したので、同規則第７条の規定により通知します。

　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広域振興局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土木センター所長　　　　　

記

１　補助金の交付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金交付の条件

(１)　補助事業者は、岩手県補助金交付規則、がけ崩れ危険住宅移転促進事業補助金交付要綱（平成　　年　　月　　日付け　第　　号）及びがけ崩れ危険住宅移転促進事業実施要領（平成　　年　　月　　日付け砂第　　号）の規定に従わなければならない。

(２)　補助事業者は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を、補助事業終了の翌年から５年間整備保管しなければならない。

(３)　補助金交付請求書を平成　　年　　月　　日までに提出すること。

（Ａ４）

